2008年度　国際私法II 再評価問題 (高橋宏司担当)
第一問

甲国法人Xは、その所有船(甲国を旗国)で、乙国の領海を航行中、甲国法人Yの所有船(甲国を旗国)が海難に遭遇しているのを発見し、救助のために尽力したが、結局、救助は成功しなかった。Xは日本で提訴し、救助活動で被った費用をYに請求した。日本の国際裁判管轄権が認められるとして、以下の(1)および(2)の独立した事案において、請求が認められるか論ぜよ。なお、海難救助が成功しなかった場合、乙国法・丙国法上は、費用や報酬の請求ができないのに対して、甲国法上は費用の請求が認められるものとする。

(1) XがYとの合意なく救助のために尽力した場合。

(2) XがYとの間で、一般的に使われている海難救助契約の書式を取り交わして、それにもとづいて救助のために尽力した場合。同書式は、準拠法を丙国法と指定している。
第二問
以下に、ある事件の判旨を抜粋する。この事件では、ドイツで登録されていたがイタリアで盗まれ、外観上、登録抹消をした中古車として中東から日本に輸入された自動車を善意で購入した者があり、その者からの転得者に対して、ドイツの保険会社が保険金の支払により当該自動車の所有権を取得したと主張して、その引渡しを求めた。この判旨に言う(1)「運行の用に供し得る」とは、どういう状態をいうか、(2)運行の用に供し得る自動車についての「利用の本拠地」はどのような地かをそれぞれ判旨を解釈した上で、(3)この判旨の当否を論ぜよ。

<判旨>

（１）自動車の所有権取得の準拠法について

・・・

イ　自動車の所有権の取得についてこれを検討する。自動車は，一たび運行の用に供し得るようになると，国境を越えて広範囲に動き回ることができるようになるという特質を有する動産であり，多くの国又は地域においては権限ある当局に車両の登録をする等所定の要件を満たすことによって初めて運行の用に供し得るようになるものである（道路交通に関する条約参照）。他方，自動車が国際的な取引の対象になる場合，新車については未登録の状態で，中古車については従前の登録が抹消された状態で，すなわちそのままでは運行の用に供し得ない状態で流通することがある。このように，自動車には，その性質上，運行の用に供され広範囲に移動することが可能な状態のものと，そのような状態にないものの２種類があることになる。

　自動車が広範囲な運行の用に供されており，その物理的な所在地が変動している場合に，自動車の物理的な所在地を基準として準拠法を決めようとすると，当該自動車の移動とともに準拠法が変動することになり，また，特定の時点における当該自動車の物理的な所在地を確定することにも困難が伴うことがあるため，準拠法の決定が不安定になるという不都合が生ずる。このように自動車についての権利の得喪とその所在地国等の利害との関連性が希薄になっているといえる場合には，当該自動車が利用の過程でたまたま物理的に所在している地の法を準拠法とするよりも，その利用の本拠地の法を当該自動車の所在地法として，これを準拠法とするほうが妥当である。このような運行の用に供し得る自動車が取引の対象になっている場合，買主はその自動車の登録や管理の状況など当該自動車の本拠地を知るための情報を容易に得ることができるはずであるから，当該自動車が利用の過程でたまたま物理的に所在している地の法を準拠法とするよりも，利用の本拠地の法を準拠法とするほうが，買主にとっての法的透明性がより高く，取引の安全に資することになる。

他方，運行の用に供し得ない状態で取引の対象とされている自動車については，利用の本拠地がなく，権利の得喪はその原因事実が完成した当時における目的物の所在地国等の利害と密接な関係を有する上，その時点における物理的な所在地を確定する困難もない。また，このような自動車のうち，輸入国で新規登録をして運行の用に供することを前提に，登録がないものとして取引の対象とされているが，実際には他国で登録されていたという本件自動車のようなものについては，登録地法等物理的な所在地の法以外を準拠法とすると，取引に関与する者にとっては，いかなる地の法が準拠法になるのかを取引時には容易に知り得ないことがある。このような事態は，国際的取引に関与する者が自己の取引に影響を及ぼす可能性の大きい準拠法選択を明確に予測し，それに応じた対応をあらかじめとることができるようにすべきであるという要請に反し，国際私法の観点からの取引の安全を著しく害するものであるといわなければならない。したがって，権利の得喪の原因事実が完成した当時において運行の用に供し得ない状態の自動車については，一般の動産と同様に，当該自動車が他国の仕向地への輸送の途中であり物理的な所在地の法を準拠法とするのに支障があるなどの事情がない限りは，物理的な所在地の法を準拠法とすることが妥当である。

ウ　以上によれば，自動車の所有権取得の準拠法を定める基準となる法例１０条２項にいう所在地法とは，権利の得喪の原因事実が完成した当時において，当該自動車が，運行の用に供し得る状態のものである場合にはその利用の本拠地の法，運行の用に供し得る状態にない場合には，他国への輸送の途中であるなどの事情がない限り，物理的な所在地の法をいうと解するのが相当である。

（２）本件自動車の所有権取得の準拠法について

本件についてこれをみると，上告人は，インターオートから上告人に至るまでの本件自動車の取得者の全部又はいずれかがこれを即時取得したと主張しているところ，即時取得における所有権取得の原因事実の完成時は，買主が本件自動車の占有を取得した時点である。そして，前記認定事実によれば，インターオート，仁方モータース，興成工業所及びＢの本件自動車の所有権取得については，それらの者が本件自動車の占有を取得した時点において，本件自動車が，ドイツにおいては形式的に登録が残っていても，運行の用に供し得る状態になかったことは明らかであるから，本件自動車の所有権取得の準拠法は，本件自動車の各占有取得時におけるその物理的な所在地の法である我が国の法であり，ヤナセ，オートピアナカジマ及び上告人の所有権取得については，同人らが本件自動車の占有を取得した時点においては，Ｂが既に本件自動車を道路運送車両法に基づいて新規登録し，運行の用に供し得る状態になっていたから，その準拠法は，本件自動車の各占有取得時におけるその利用の本拠地であることが明らかな我が国の法によるというべきである。
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